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1は じ め に

それぞれの経 済主体が価格 を所与 として 自らの 目的関数 を最大化す るように行動す るという条

件の下 で得 られ る競争的市場均衡 は無駄のない資源配分 を導 く.一 般均衡理論ではよ く知 られた,

厚生経済学の第一定理 であ る.国 外市場 を視野に入れ ると,外 部経済,価 格 の硬 直性,賃 金格差,

独 占な どが存在 しない場合,小 国に とっては 自由貿易 を行 うこ とでパ レー ト最適な資源配分 が実

現 でき,し か もその ときの一 国全体の厚生水準は最大になる.つ ま り,小 国に とっては直ちに 自

由貿易政策 を採 るこ とが,国 内の所得分配へ の影響 を別 とすれば,最 適 な政策 となるのである.

しか しなが ら,自 由貿易化 に伴 う産業構造の調整プロセスを考慮に入れ ると,必 ず しも一気に完

全 自由貿易政策 をす るこ とが得策であるとは限らないし,ま た現実的で もないのである.む しろ,

現存す る貿易制限的 な政策 を厚生水準が低下 しないような方法 で徐々に取 り除いてい くというの

が現実的であろう.通 常,国 際経済学のテキス トで用い られている2財 モデルの場合,も し貿易

制 限的な政策が輸入関税の賦課であれば,関 税率 を少 しで も削減すれば一国の経済厚生が上昇す

るこ とか ら,産 業構造調整のスピー ドを見なが ら少 しずつ関税率 を引き下げれば よい とい う結論

が直 ちに得 られ る.デ ィス トー ションの源泉が,た だ一つの関税だか らである.し か しなが ら,

輸入財 の数が複数 で関税の賦課 されている財 もふたつ以上 である場合には,む やみや たらに関税

を引 き下げて も厚生水準が向上 しない場合があるのであ る.で は,ど の ような手順 で関税率 を削

減 してゆけばよいのだろ うか.こ れが本論文 で扱 う基本 的なテーマである.具 体 的には,Hatta

(1979a)・Hatta(1979b)と 同様 な小国モデルを用いて,関 税率引 き下 げや輸入数量制限の緩和

1)本 稿の作成に当たっては,創 価経済学会主催研究会参加の方々から貴重なコメン トをいただきました.こ こ

に記して感謝の意を表します.そ の際ご指摘いただいた諸課題については次の機会にいか したいと思います.
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といった政策変更 をとる場合 の手順 について まとめてゆ く2).

以下第2節 では,関 税や輸入数量制限 とい った貿易制 限的な政策はデ ィス トー ションを生 じさ

せ ること,3財 以上 の多数財が存在す る場合にはこのディス トー シ ョンを是正す る政策 は単純 に

は求め られないことを説明す る.続 く第3節 では,小 国 ・多数財モデルで関税率削減 と厚生水準

の基本的な関係 を導出 し,漸 進的関税率 削減 について考察す る.第4,5節 では,第3節 のモデ

ル を非貿易財 を含 むモデルに拡張 し,数 量制限 と経済厚生 の関係 を導 き,第3節 と同様の議論 を

展開す る.

2デ ィス トーシ ョン と経 済厚 生

まず は じめ に2財 モデル を用 いて,自 由貿易 が小 国 に とって好 ま しい こ とを説 明 す る.貿 易 論

で用 い られ る2財 モデ ル は,次 の よ うに記 述 され る.

Q1一 φ(QZ),E、 一ψ(M,),C1=Q1-E、,C,=Q,+MZ(1)

但 し,Qi,Ci,Ei,Miは,そ れ ぞれZ財 の(Z=1,2)生 産 量,消 費量,輸 出量 お よび輸 入 量 を

示 す.ま た,第1式 は生 産 可能 性 曲線 を,第2式 は外 国 の オ ファー ・カー ブ を表 わす式 で あ る.

なお,生 産 可能性 曲線,オ フ ァー ・カー ブ とも適 当 な性 質 を満 た して い る もの とす る.(1)は,

財 の国 際間 取 引 を含 む場 合 の 当該 国 の消 費可 能領 域 を規 定 す る条 件 で あ るので,社 会 的効 用 関数

U=U(Cl,CZ)(2)

とす れ ば,(1)の 条 件 の下 で(2)式 を最 大 化 す る こ とに よ り中央 集権 的 な経 済 の 資源 配 分 条 件

が導 き出 され る.そ の条 件 は,

DRS=DRT=FRT(-FP)(3)

で あ る.ま た,陽 表 的 に は現 れ ないが,生 産 可能性 曲線 の背後 には生産 部 門間の 技術 的 限界代 替

率 が 均等化 す る とい う条 件 式

焔 ～71S、差L=.ル皿1～7「Sl昆L(3.1)

が成 立 して い る3).

こ こで,自 由貿易 に よ り資源 配分 が最 適 化 され るこ とを示 して お こ う.当 該 国 は小 国 で あ るの

で,国 際価 格 を与件 として行 動 す る(FP-DP).つ ま り,当 該 国 が 自由貿 易 を行 っ て い る とす

れば,国 際価 格 が 国 内価 格 と等 し くな るので あ る.こ の場 合 に は,OP=DRT,DP=1)'RSが 成

り立 つ ので,そ の結 果上 で導 いて お いたパ レー ト最 適 の条 件 を満 たす.つ ま り,自 由貿易 に よ り

資源 の効率 的資源 配分 が 達 成 され るの で あ る.

ところが,効 率 的 資源 配分 の条件(3)お よび(3.1)が 成立 しな い場 合 には,自 由貿易 政策 は,

2)非 貿 易財 を含 む モ デル につ い て はFukushima(1979),輸 入 数 量制 限 を含 む モデ ル につ いて はFalvey

(1988)お よび福 島(1993)を 参 照の こと.

3)DRTは 国 内生産 の限界変形率,」DRSは 国 内消 費の限界代替率,-FRTは 外 国の限界変 形率,1)Pは 国 内相

対価格,FPは 外 国の相対価格 を表す.
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資源 の最適 配分 とい う観 点 か ら評価 す る と,も はや最 適 な政策 では ない の であ る.こ の条 件 式の

どこで等号 が 成 立 しないか,換 言す る と どの市 場 でデ ィス トー シ ョンが存 在 す るか につ い ては,

次 の4つ の場合 が あ る(Bhagwati).こ れ らを,一 般 的 な形 で表現 す る と次 の よ うに なる:

(a)DRSi;一 一DRTz;$FRTZ;,MRTSKL-MRTSKL

(b)Z)R∫ 、戸E1～7㌃ フ≠DRTi;,MRTSKL=MRTSKL

{c)DRTzJ=FRTi;$DRSZ;,MRTSKL‐MRTSKL

(d)DRSZ;=L)R7湯=FR7}プ,1膿TS翫 ≠MRTSKL

これ らの条件 の うち1つ 以上 が 自由貿易 の も とで成 立 す る ときデ ィス トー シ ョンが存在 す る とい

う.ま ず(a)は,外 国 市場(国 内以 外)に デ ィス トー シ ョン が存 在 し 自国 の価 格(DP)と 外

国価格(FP)が 異 な る場合 で あ る.自 国が対 外 的 な独 占力 を持 ちそ の独 占力 を行 使 して最 適 な

状 態 を達成 して い ない場合 が含 まれ る.こ の場合 最適 な政 策 は関税 政 策 で あ り,こ れ が最 適 関税

(optimaltariff)の 議 論 で あ る.こ の よ うに,自 国が 「大 国」 の 時,も はや オ フ ァー ・カー ブ は

直線 では な いの でFP≠FRTが 成 立 し,し たが って,自 由 貿易 の も とで は(.FP=Djp),DP=

DRS=DRT=FP≠ 、F1～Tが 成 り立 つ.下 図 のPで 接 す る直 線(国 内価格 比)と 直 線PCと の

差 が 関税率 に な る4).

財2

.B財1

上記の ように2財 モデルでは2財 の価格比 とい う一つのパ ラメー ターでディス トーシ ョンの状態

が判断 でき,た とえばこの最適管財であれば,Pを 通 る点線(外 国価格線)を 関税 に よって少

しずつ国内価格 か ら乖離 させ ることによって しだいに厚生水準が上昇 してい くこ とが分 かる.

(b),(c),(d)は 国内市場 にデ ィス トー ションが存在す る場合 である.(b)は 生産 におけ るデ

ィス トー ションで,生 産 における外部経済(不 経済),生 産 に独 占的要素がある場合に生 まれる.

4)自 国 は財1を 輸 出 し財2を 輸入 している.し たが って交易 条件 の改善 は傾 きが 急な価格線に よって表れ る.
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(c)は 消費におけ るディス トー シ ョンで,消 費において外部効果がある場合 あ るいはある財の売

り手が輸入品か国内生産 品かに関わ らず,仕 入れた財の費用に上乗せ してプ レ ミアムを課す場合

などに生 じる.(d)は 生産要素市場 におけ るディス トー ションで,部 門間で限界代替率が異 な

るため,生 産要素は効率的に配分 されず生産要素の配分 が契約 曲線上 で行 われないので,生 産点

は生産可能性曲線の内側 に位 置す る場合 である.部 門間の賃金格差,要 素価格 の硬 直性,要 素が

部門間 を自由に移動 しないこ とな どが原因である.(b),(c),(d)の 国内市場のデ ィス トー ショ

ンに対 して,そ れ ぞれの原因に応 じてその原因 を直接是正す る課税 ・補助金政策が最適政策 とな

る.国 内市場で生ずるデ ィス トー ションを是正す るために関税 な どの貿易政策 を採 ると,別 のデ

ィス トーシ ョンが生ず るため最適な政策 とはならないのである.こ のインプ リケー ションは,ひ

とつ のディス トー ションを解消す る政策介入が別のディス トー ションを引 き起 こす場合には必ず

しも厚生水準が増大す るわけではない とい うことと,複 数個のディス トー シ ョンが存在す るとき,

全体 のディス トー ションの 「度合い」 を測 る物差 しが定義 できればそれが政策介入の指針 にな り

うるとい うことである.

このように,デ ィス トー シ ョンに もさまざまなタイプが あるが,本 稿 では特 にタイプ(a)に

焦点を当てる.し か も,デ ィス トーシ ョンの原因が輸入制 限的貿易政策 とい う人為的な要 因に よ

って発生 してい る場合 に限定す る.

下 図の ように,p*(-P卸Pわ の価格比で 自由貿易 を行 えば国内の生産は点 ・Pで消費点はP

を通 りp*に 平行 な直線に社会的無差別曲線が接す る点.Aと な る.こ の とき財1を 輸出 し財2

を輸入す るこ とが図よ り明 らか であ る.輸 入財2に 関税 を課す と(pz=p2(1+t)),国 内生産者

の直面す る価格比はpで あるか ら生産 点はPか らQへ 移動 し輸入財2の 国内生産は拡大す る.

関税収入が民間部 門へ還付 され る と仮定す る と,生 産点 はQで あるか ら世界価格 で表 した予算

線はQを 通 るp*で あ る.消 費者が直面す る価格 はpで あ り,消 費点はCに な る.す なわち,

DRSiz=DRTiz≠FRTi2が 成立 している.

財2

グ=ρ*1ρ*

p=pl/p2=p1/p2(1+t)

財1
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この よ うな2財 モデル の場合 に は,ひ とつ の パ ラ メー ター(関 税率)で デ ィス トー シ ョンの状

態 が 表 現 で き,厚 生 水 準 を上 昇 させ るため の政 府 の政 策 は このパ ラ メー ター を あ る一 定 の 方 向

(関税率 削減 の方 向)に 調 整 す る こ とにな る.し か しなが ら,デ ィス トー シ ョン を規 定 す る複 数

個 のパ ラ メー ター が 存在 す る場合 には,ど ち らのパ ラ メー ター を どれ ほ ど動 かせ ば厚 生水 準 を上

昇 させ る こ とが で き るか が 必 ず し も明 らか に は な ら な い の で あ る.そ の理 由 は,タ イ プ(b)

～(d)の デ ィ ス トー シ ョン で も述べ た よ うに ,ひ とつ のデ ィス トー シ ョン を解 消 す る政 策 介 入

が別 の デ ィス トー シ ョン を引 き起 こす こ とが あ るか らで あ る.で は,ど の よ うな方法 を とれ ば よ

い のだ ろ うか.第3節 以 下 で考 察 して い こ う.

3小 国開放経済 モデル

3.1モ デル の概 要

国 内 需 要

関税政策 を評価す るために以下の ような一般 的なモデル を考 える.財 の数 を ηとし,価 格ベ

ク トルをp,Rnの 非負象限で定義 され る効用関数 をu(c),各 財の補償需要関数 をC=f(p,u)

とする.こ こで,支 出関数 をE(p,u)と す ると,シ ェパー ドの補題 よ りこの支 出関数 を財価格

aE であ る
.関fxの 偏微rZで偏微分 した ものは,その財 に対す る補償 需要関数 に等 し く五=∂r

2

分 係fz」=afzap
;(げLい,厳 成 分 とす る行 列 をF-(afz/psさ らにfu-(afzau)と 定 義

す る と,明 らか に以 下の性 質 が成 り立つ.

(D1)同 次 性Fp=0

(D2)対 称 性F=tF

(D3)半 負値 性`yFy《Ofor∀y.

国 内 生 産

略 財の国内供撒 一醐 によって表現 され るもの とし・H-(aYGiapp)と 議 す ると・以

下 の性 質が 成 り立っ.

(S1)同 次性Hp=0

(S2)対 称 性H=η

(S3)半 正 値}生6y恥 ≧Ofor∀ 夕.

関税および関税収入

当該 国は小 国開放経済であ るため国債価格qは 所与 であ り,関 税は従価税 として税率tで 徴

収 され,関 税収入は消 費者に一括還付 され るもの とす る.こ の とき,国 内価格pは
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ql

Oq20Q'n)←1)一

一 《＼ 〉《}〉《趣

n

この と き,関 税 収 入 はT=Σ 砿(α 一卵 一"〔～(C-x)で あ る.
ガ=1

また,消 費者の予算制約式 はtpc一 物+Tで あ り,徹o一 の 一〇(貿 易収支均衡条件)が 従 う.

輸入関数 と貿易収支均衡条件

輸入 関S(p,u)=f(p,u)-h(p)を 定義 す る と,財Zの 輸 入 関数 をそれ ぞれpブ とuで 偏 積

分 したSi,7とSiuに つ い て 砺 一」aj-hz」,Siu=fiuで あ るの で,S=(sぽ ゴ)と すれ ば,S=F-Hと な

り,需 要 関数 お よび供 給関 数 に関 す る性質 か ら次 の諸 性質 が成 立 す る.

(輸入 需要1)同 次性Sp=0

(輸入 需要2)対 称 性s=・is

(輸入 需要3)半 負値1生 勾Sy≦Ofor∀.Y.

なお,貿 易収 支均 衡 条件 は,'σ3(p,u}=0と な る.

こ こで,財Zと 財 ノにつ いて その代 替 ・補 完 関 係 を次 の よ うに定 義 す る.す な わ ち,fij>0で

あれ ばZ財 と ノ財 は消 費 にお け る代 替 財,脇 〈0で あれ ばZ財 とノ財 とは生産 に おけ る代 替 財,

助>0で あ れ ばZ財 と ブ財 とは純 代替 財 であ る とす る.

3.2」 七 較 静 学

このモ デル の均衡 条件 は以下 の通 りであ る.

(均辮){灘 ∵

上記2式 を満 たすuが 求め るべ き経済厚生水準であ り,均 衡条件 を全微分す ると

{
tq}'
udu十tgSdp=O

dp=Qdt

とな るので,tqf、 ≠0と 仮 定す れば次 式 を得 る.

du=‐tg
utgSQdt(4)

5)た とえば,t〈0,P〈qが 成 り立つ とき,財Zが 輸出財 であればtは 輸 出税,輸 入財 であれば輸入補助金 で

ある.
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これ は,関 税率 を変化 させ る場 合 の厚 生水 準 を評 価 す る基本 式 で あ る.な お,下 級 財 が存 在 しな

い場合 は,tgfu>0と な り6)厚 生水 準 の 変化 は輸 入関 数 の 性 質(S)に 依 存 す る こ とが わ か る.

こ こ で,す べ て の実Yに 対 して,(1+r}tqS=t(ρ 一t)QSが 成 り立 つ7)(ρ=Y・e)こ とに注

意 す る と,(4)式 は

du--1tgf
u・1t1-1-r(ρ 一 渉 鰍(5)

と書 け る.輸 入 需要 関 数 の性 質 よ り行 列sは 半 負値 性 を持 つ の で,関 税 率 削減 方 法(dt)を う

ま く選 んでや れ ば厚 生水 準 は増 大 す る.

3.3関 税率削減が経済厚生に及ぼす効果

(5)式 の形 に 注 意 して 「dt=k(p一 の,0〈k<_1,ρ 一t(r,r,…,Y)」 とす る よ うな漸 進 的 政

策 を考 えて み る.こ れ は,す べ て の関税 率 をあ る水rに 向 か っ て比例 的 に近付 け る とい う政

策 を表 現す る もので あ るが,こ の とき,厚 生 水準 の変 化 は

du-一 翫 ・1空 プ(ρ 一t)QSα ρ一')

一 一
1転 痂(Q(ρ 一t))s(α ρ一'))≧ ・(∵sの 半 鯛 生)

とな り,厚 生 水準 が 改善 す るこ とが わか る.証 明 をみて も分 か る よ うに,符 号 を決定 す るのは代

替 行 列5の 半 負値 性 で あ り,こ の 命題 が 成 立 す るため には全 ての 財 が純 代 替 関係 に あ る とい う

仮 定 は 必要 で は ない.つ ま り,「 下 級財 は存 在 しな い もの とす る.こ の と き,す べ て の関 税率 を

あ る水Yに 向か って比 例 的 に近づ け る とい う政 策 は 当該 国 の経 済 厚 生 を改善 す る.」 とい う命

題 を得 る.な お,こ の よ うに 関税率 の水 準 を一定 の値 に比例 的 に近づ け る よ うな政 策変 更 は,特

定 のデ ィス トー シ ョン を拡 大 す るこ とな くす べ ての デ ィ ス トー シ ョン を解 消す る ような変化 で あ

る こ とに注 意 してお く.こ れ と同 じ発 想 で,今 度 はm高 い関税 率 の み を2番 目に高 い水 準 まで

削減 す る とい う政 策 を考 えてみ よ う.こ の場 合 も,一 番 高 い関税 率 を変 更 す るわけ だか ら,す べ

ての デ ィス トー シ ョン は解 消 す る方 向 に向 か うはず で あ る.で は厚 生水 準 の変化 は ど うな るで あ

ろ うか.

以下 の関係 式 が成 立す る よ うに 「関税率 」 の高 い順 に財 の番 号 を付 け替 え る:

「t、〉あ≧孟3≧… ≧'。(〉-1)」

ここで,最 高 関税 率(tl)を 次 に高 い関税 率(あ)に まで削減 す る とい う政 策 は,

「dt=αlt2-'1t(-1
,0,…,0)但 し,0〈 α≦1.」

6)下 級財が存在 してもそのウエイ トが大きくなければ実は全ての財が下級財でな くともよい.し か しなが ら,

以下では下級財が存在 しないという条件を採用することとする.

7)証 明は以下の通 りである.代 替行列sの ゼロ次同次性よ り

O=Sp=SQ(e+t)=S・(蹴1)((z+r)‐=s

((1-1-r)一(二∵:1)一 飼 一 回

ここでtS及 びQの 対称性 を用 いる と,(1+の`σS-t(ρ 一t)Qsが 従 う.
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と置 くこ とが で き る8).

du=-1t

gfu・11+t、

11あ 一'11

1+'1tqf.
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この とき,厚 生水 準 の変 化 は(5)式 でY=t1と お くと,

QSQdt

SllS12"'Sln

(tl-tz)q、S21S22…S、n

(tl‐to)qnSnlSn2…Snn

LYql

O

O

」 誓 身L畿 黒(tl一編 ・

とな る.(1+tl),aqi,('、 一'∂ は,何 れ も正 だ か ら,rtgfu」 と 「Σ(tz-tz)CjtSi1Jが 同 符 号 な ら
ZZz

ば,最 高関税率 の削減 は当該 国の経済厚生 を改善す ることがわか る.

実際 下級財 は存在せず,関 税率 を削減す る財 とそれ以外 のすべての財 とが 「純代 替財」なら

ば 「tgfu>0」 かつ 「Σ(tl-'。)4,sご、>0」 となるので,「 下級財が存在せ ず,関 税率 を削減す る財
iz2

と他 のすべ ての財 とが純代替関係 にあれば,最 高関税率 を次に高い関税率 の水準 まで削減す ると

いう漸進的政策 は,当 該国の厚生水準 を改善す る.」 とい う結論 を得 る9).

4非 貿易財 を含む小国開放経済モデル

本節で も小 国n財 開放経済モデル を考 え るが,こ こでは非貿易財 を含 むような方 向でモデル

を一般化 したい.即 ち,最 初 のm財 を貿易財,残 りの(n一 瑚 財 を非貿易財 とし,そ れ ぞれ

のベ ク トル を以下 の例 のようにブpッ ク分割 した形 で定義する.

Sl

CTxTSmST
C=,,x=,S=_,
CNxNSm+1SN

Sn

8)少 しずつ'、 をt2に 近 づ けてい くような漸進 的政策 はパ ラメー ター αが0か ら1に 動 か してい くとい うこ と

に対応す る.ま た,t、 を一気にt,に 一致 させ る という政策 は α=1と お くこ とに対応す るが,こ の場合 で もす

べ ての関税率 を同時にゼ ロ とす るわけではないので漸進 的貿易政策 といえる.

9)最 高 関税率 であるt、 を次に高い関税率 ≠,を超 え る水準 まで削減 して も厚生水準 が改善 す る可能性 を否定す

る もの ではない.tgfu>0の 条 件下 で Σ(t一tz)Qi・$il>0が 成 り立 っていれば よいか ちである.な お,以 下で求
Zz2

められる厚生水準改善のための条件はすべて十分条件である.



March 1999齋 藤之美 ・齋藤勝宏:デ ィス トー ション と漸進 的貿易 自由化政策

Sll"'Sl,mSl,m+1"'Sl,n

S-Sm,I

Sm+1,1'::Sm,mSm+1,mSm,m+1'Sm+1,m+1'::Sm,nSm+1,n-(sTTSNr潔!

Sn,1"'Sn,mSn,m+1"'Sn,n

み(1)一(凱)(:tl
tm)一一
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こ こで,小 国 の仮 定 よ り,qT-t(ql,…,qm)は 定 数 ベ ク トル で あ り,関 税 収 入 はす べ て一 括 補

助 金 とし消 費者 に還 付 され る もの とす る.

この経 済の均 衡 条件 は,

'σ
TST(p,u)=O

SNCp,u}=O

pT=QT(e十 あ)

で あ り,貿 易 財 の 国内価格 が国 際価格 に関税 率 を掛 け た もの で表 され る とい う第2式 を第1式 へ

代 入 す れば

tLl'
TST(QT(e十'T),pN,u)=0

{SN(QT(e十'T),伽,u)=0
とな る.1番 目の式 は貿易 収 支 均 衡 条件 を,2番 目の 式 は非 貿 易財 市場 の需 要均 衡 式 を表す.上.

記均 衡 式 を全 微 分 し比 較静 学 を試 み る.

6⑳S
T配ぬ 十孟σTS7四伽N十 亡σTSTTQT読 丁=0

{SNUdu十SNNdpN十SNTQTdtTf'O
行 列 形 式 で 表 現 す る と

∴C喩 喩)(du
dpN)一一傭 認)

とな り,係 数行 列 の逆行 列 を求 め れ ば よい10).

C喩tQTSTNSNNプ ー(-ASNNSNuASNN+煮 慧1課)

イ旦 し,A=(tQTSTu-t(～7STNS万 ル∫Nu)-1

/lllA12 とす る
.こ の と き,10)行列Aの,ブロ ッ ク分 割 をA-A

ziAzz

A
.-AA,ZA221で あ る.但 しA=(A1,-AIZAzZIAai)・.A-1=

.砺1+ノ122/121AA2A産1‐Azz'AaiA

証 明 は,行 列Aの ブ ロ ッ ク分 割 に あ わ せ て,行 列Bを ブ ロ ッ ク分 割 し

AB=1(indentitymatrix)

と な る よ うにBを 決 定 し,BA=1の 成 立 を 確 認 す れ ば よ い.
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な の で,

du=-eσ7(STジs。 丼s講SNの)-1・(切(STT-STNSNNSNT))QT・dtT

-一(1オ

σ。(srs躍 ∫議SNu))・(tqT(STT-STNSNNSNT))QT・ 幽

Vol.XXVIII,No.1

_tgTl)QT・dtT
ごσ
τz・su

と な る.但 し,D=Sπ 一STNSNNSNT,Z=(Ii-STNSNN)と 置 い た.

と こ ろ で,sの ゼ ロ次 同 次 性(Sp=0)よ り,

3
STTpT十S卿PN=OT

SMρT十SN♪4)N;ON

で あ り,SNNが 存 在 す る の で,第2式 を 趣 に解 くこ とが で き る.

こ れ を 第1式 へ 代 入 す る と,(STT-STNS-7NNE -7NT」pT=DpT=oT.

行 列sは 対 称 な の で,Dも 対 称 とな り,tpTL)=oが 成 り立 つ.

こ こ で,前 節 と同 様 に,庭 丁={!,…,rn}と な る任 意 のZに 対 して,

pi=(1十t2)qi=(1十Y-(r-'ピ))の

と な る こ とに 注 意 す る と,

ヤ)T=(1十Y)t(7T-t(ρ 一 オr)QT

と な るの で,tpTD=Oに 代 入 して,

(1十Y)tgTD=t(p-tT)QTD

が 成 立 す る.但 し,ρ 一t(r,r,…,r)∈Rmで あ り,rは 任 意 の 実 数 で あ る .

さ て,(7)式 を,(6)へ 代 入 す る と,

du-一(1t

q(STu-STNSNNSNu))・1Z+Y(ρ 一tT)9・(STT-STNS-」NNti7NT)Qプ 幽

と な る(r≠-1).

こ こ で,仮 に 「幽=α(ρ 一 の,0〈 α≦1」 と置 い て み よ う.(8)式 の 分 子 は

α・t(QT(ρ 一 存))(STT-STNSNNSNT)(Ql7(ρ 一一tT))

と な るの で,そ の 符 号 条 件 は行 列D=(STT-STNSNNSNT)に,分 母 の 符 号 条 件 は

一 濾)一(1… 一繍)・c{:)一 σ …一飾一

に依存す ることがわか る.

以下では,下 級財が存在 しない と仮定(S、 Σ0)し て話 を進める.

一 一 恥)-CI…一 ・(:り

及び

(6)

(7)

(8)
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{1…一≦酬 ・Cl)一 一 一 ・
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なの で,

(1-STNSNN)・(STTS
NTSTNSNN)一(D・)

の の・Q一 より・

D=(sx:-STNSNNSNP)一 α … 一蝋 鰍)1…=ZStZ

-SNNSNT

S及 びDの 対称 性 よ り,D=tZSZと な るの で,分 子 の符 号 はsの 負値 定 符号 条件 よ り導 か れ

る.で は,分 母 の符 号 条件 に つ いて は どうかP先 に も見 た よ うに,s、 》0の 条 件 の下 で は,符

号 は行 列 ∫卿 及 びSNNの 性質 に依 存 す る.非 貿易 財 が,他 の すべ ての 財 と代 替 関係 に あ る とす

る と,STNは 非 負行 列(STN>0)と な る.ま た,SNNは 対角 成分 が 負 で,非 対角 要 素 は 非 負 と

な る.Hawkins-Simon(1949)の 条件 で よ く知 られ て い る よ うに,行 列 ←SNN)は 対角 要 素 が

正 で,非 対 角 要素 が非 正 とな る行 列 な の で,首 座 小行 列 式 の値 がす べ て正 で あれ ば,

(-SNN)-1=SNN(-1)-1-S献 ≧0

とな り,非 負行 列 とな る.実 際,sは 半 負定 符 号行 列 な の で,p=t(pT,pN=t(0,PN)と とれ

ば,

tp( -S)p=IPN(-SNN)PN>0

が任 意 の .ρNに対 して成 り立 つ11)の で,(-SNNは 正 値 定 符 号 行 列 とな り,首 座 小 行 列 の値 は

すべ て正 とな る.つ ま り,-S講 》0が 従 い,

(s,rSTNS講SNの 一(li-s。ws講)・su>0

が得 られ る.

以上 の結 果 を ま とめ る と,「 下 級 財 は存 在 せ ず,す べ て の非 貿易 財 は他 の すべ ての財 と代 替 関

係 に あ る とす る.こ の とき,非 貿易財 が 存在 す るモデ ル にお いて も,す べ て の関税 率 をあ る一 定

の値 に比例 的 に近 づ け るよ うな政 策 は,当 該 国の厚 生水 準 を改 善 し得 る」 とい う結 論 が得 られ る.

この定理 は,r>-1で あれ ば成立 す る12)命 題 であ るが,外 部 性 が 存在 しな い小 国 開放 経 済 モ デ

ル で考 えて い るの でr-0を ター ゲ ッ トにす る よ うな政 策 がベ ス トとな ろ う.す な わ ち,「 下 級

財 は存在 せ ず,す べ ての非 貿易 財 は他 のす べ て の財 と代 替 関係 に あ る とす る.こ の と き,関 税 率,

補 助 金率 を比例 的 にゼ ロに近づ け るよ うな漸進 的貿易 政 策 は,当 該 国の 厚生 水準 を改善 し得 る」

11)代 替 行列の同次性 よ りSp-0が 従 うので,tpsp-0と な る.国 内価格 は正 となる と仮定 してい るため,t(0,

Pの ≠λご(pr,pN)で あ り,SNNは 負値定符号行列 となる.

12)Y<-1と きに は国内価格 が負 もし くはゼ ロ とな るので,Y>-1は ご く自然な仮定 であ る.
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と い う系 が 導 か れ る.

次 に 第3節 と同 様 に,貿 易 財 の番 号 を関 税 率 の 高 い順 にtl>t2>孟3》 … 〉'解 とな る よ う に 付 け

替 え,最 大 関 税 率(tl)を 次 に 高 い 関 税 率 の 水 準(あ)ま で 引 き下 げ る と い う政 策 を考 え て み よ

う.

dtT-CY・t(t2-t、,0,0,…,0)一 α・to-t、1・t(-1,0,0,…,0)∈Rm,0<α 〈1

と 置 け る13)か ら,こ れ を(8)式 へ 代 入 し,γ='1と す る と

伽 一 切(S
7'u一爺 繭))・to‐tll+tz直 丁㌔(STT-STNSNNSNT)QT・l

tl-tm

O-ql

-一

(tqT(STu一 論 藤))・tz-tl1+tltlt2QT(砺 一s盟s漸)・?

tl-tm

こ こ で,非 貿 易 財 は他 の す べ て の 財 と代 替 関 係 に あ る とす る と,上 で吟 味 した よ う に行 列

(一 ∫卿S諭SN。)=(bz,)の 各 成分 はすべ て 非負 とな る.STT=(砺)と 置 く と,

0¥/‐(all十bli)・ql

du-一(切(S
Tu一 爺 蔽))・t2-t11+tltitoQT-(伽+1721)●Q1

'1一砺 一(Clml十Uml)・ql

-(a'

σ。(s。ゲs。NS諭SNu))・t2-tlx+tl・((ti.._._to)(耐 鋤)・のの+…+(tl-tm)(伽 煽 姻

と変 形 で き,るの で,関 税 率 が 最 高 とな る財(財1)が 他 の すべ て の 貿易 財(財2か ら財rn)と

代替 関係 に あれ ば 伽>0と な るの で,「 下 級財 は存在 せ ず,非 貿易 財 は他 のす べ て の財 と代 替 関

係 に あ り,な おかつ 関税 率 が最 高 とな る財 が他 のすべ て の貿易 財 と代 替 関係 に あれ ば,最 高 関税

率 を次 に高 い 関税 率 の水 準 まで 引 き下 げ るよ うな貿易政 策 は当該 国 の厚生 水準 を改善 し得 る」 と

い う命題 が成 立 す る.

5輸 入数量制限を含 む小国モデル

前節では非貿易財 を含むよ うな方向で基本 モデルを一般化 したが,こ こでは輸入数量制限を含

むようモデルを一般化 してみよう.特 に輸入数量制限されている財の輸入量が全 てゼロ となる場

合には,本 節で展開 され るモデルは非貿易財 を含むモデル と一致す るという意味で第4節 で展開

13)最 高 関 税 率 を と る財 が1個 存 在 す る 場 合(ti=tz=…to>tc+1≧ … ≧ 砺 〉-1)に は,

4≠。一 α1'、+1-t「 ・t(-1,-1,…,-1,0,…,0)∈1ぞ 規

と な る.但 し,0<α ≦1で あ る.ま た,ベ ク トル 部 分 の 第1成 分 か ら 第1成 分 ま で の 値 が(-1)と な る .
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されたモデル を一般化 したものであ る14).

ここでは,財 を 「関税」 の賦課 されている財 の集合(T)と 輸入数量制限されている財 の集合

(R)に 分割 し,輸 入数量制 限を含む小国開放経済モデルを考 える.

国内価Q,r価 格べ一 そ… 磁 一(1:〉… 量制限を一 …

要関数を・一(論 擁!そ の代替行列をs-(STTSTRS
RTSRR)衡

また,pT=QT(e+'の であ る.

この とき,均 衡 条件 は

{
`σ
TSr十 ご歌&=O

SR=z

と な る.こ れ ら の 式 を全 微 分 す る と,

'9
TSπ 吻7+オ σTS盟 吻R+fσTST。 磁+オ σRSRT吻 τ+tgRSRRUpR+≠ 徽S盈 磁=0

{ (9)

s刃丁吻 丁十S盟 珈P十SRudld=dz

第2式 よ り

dpR=SRR(dz-SRTdpT-S盈 磁)

で あ り,こ れ を第1式 に 代 入 し て整 理 す る と,

Edu=-tqT(STT-STRSRRSRT)@reαTSrR5誤+tQR)dz(!0)

一 一 一 一 …-SCITRSRRSTu

SRu)

とい う基 本 式 を得 る.

まず は じめ に,数 量制 限下 での 関税 改革 につ いて検 討 す る.輸 入数 量制 限量 が一定 の水 準 に 固

定 されて い る場 合(dz=0)に は,(9)式 よ り

ぎσ
7Sπ 吻 丁十云σTSTπ珈R十tgrSrudu=Of
SRTdpT十SRRdpR十SRudu=0

が成 り立つ.本 節の冒頭で も述べ たように,こ れは非貿易財 を含む場合 のモデル と同 じ式 なので,

条件 を 「下級財が存在せず,輸 入数量制 限された財が他 のすべての財 と代替関係にある」 と書 き

換えると,非 貿易財 を含む小 国モデルの議論がその まま成立する.し か も,輸 入数量制限 とい う

デ ィス トー ションが存在す るに も関わ らず最適関税率 はゼロ とな り,輸 入数量制限は他の市場 に

影響 を及ぼさない.従 って,輸 入数量制限 とい うデ ィス トー シ ョンは,他 の財の貿易 に関税 を賦

課 して貿易制限す る根拠にはな り得ないことが分か る.

14)貿 易財 を関税化品目と数量制限品 目に区分 してはいないので,厳 密な意味で第4節 の一般化であると言い切

ることはできない.
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次に,関 税率 を変更せ ず輸入数量割 当量 を変更 した場合 の厚生水準の変化につ いて考察す る.

dpT=0を(10)式 へ代入 し,代 替行列 のゼ ロ次同次性及 び対称性 の条件 を用 いる15)と,

Edu=・(t(蝕 一QR)+t( .ρ一qT)S盟S癖)dz(11)

が得 られる.

これは,数 量制 限の変化が当該国の厚生水 準に及ぼす効果が,直 接効果(t(p一qR)dz)と 間

接効果(t(pT-qT)STRSRRu2)の 和 に分解 され ることを示 している.

dpT=0及 びdu=0の 条件下 ではdz=SRR⑳Rで あ るか ら貿易数 量制 限が効 果的16)な らば,

dpR=S癬 ぬ が従 う.こ の とき,ゐT=ST沸 一ST絡 勲 た となるこ とに注意すれば,間 接効果 と

い うのは,効 用水準 を一定 に保つ とい う条件の下 で,数 量制限 を変化 させた場合 に輸入数量制限

品目の国内価格 の変化が引 き起 こす関税化 品 目の需要変化 に起 因す る関税収入の変化分のこ とで

あると解釈 できる.

輸 入数 量制 限品 目ブ∈Rの 制 限を緩和す るとき関税化 品 目Z∈Tの 需要量が減 れば(増 えれ

ば)・ これ らは 「鰭 的関係(號 自勺関係)・ に ある と議G暑 〈・(〉 ・))す る17)と,数 量制

限 の変化 が厚 生水 準 に及 ぼす 影響 は必 ず し も確 定 的 とは な らな い こ とが分 か る.

こ こでは,3つ のケ ー ス につ いて数 量制 限 の変 更 を評価 す る.は じめ は関税 化 品 目の 関税 率 が

ゼ ロの場合(pT=qT)で あ る.こ の と き,(11)式 は

Edu=t(」0刃 一(7R)dz=Σ(p一KZ)dzi
2∈ 、配

とな り,間 接効果は発生 しない.こ の とき,も しE>0な らば,数 量制限品目のなかで制約が効

果的であ る財 が存在すれば効果的な財の数量制限を緩和す ることに よ り,当 該国の厚生水準は改

善す る.ま た,数 量制限が効果的である財が存在 しなければ数量制限を緩和 して も厚生水準は改

善 しない.逆 に,数 量制 限を強化 していけば,制 限が効果的になる段階か ら厚生水準 は悪化す る.

つ ま り,「関税化品 目の関税率がゼロであ り,数 量制 限が効果的 である財が存在す る場合,下

級財が存在せず数量制 限品目が他 のすべての財 と代替関係にあれば,i数 量制限を緩和す ることに

より厚生水準 は改善す る」こ とが示 された.

次のケー スは,関 税化 品 目の関税率がすべ てゼ ロではない場合 である.こ の場合には間接効果

が存在す る.ま ず は,効 果的な数量制限が存在 しない(pR=QR)簡 単 な場合か ら考察 す る.こ

15)代 替行列のゼロ次同次性及び対称性の条件より,

{
STrpr十S腰1ρ 盈=0

&7PT十S研 畑=0

を得 る.第 二式 の両辺に左か らSRRを 掛 け て転 置す る と,tpR+tpTSTRSRRニ0と な るの で,こ れ を(10)式 か

ら引 く.

16)財 ノ∈Rの 数量制 限が効果 的であ るとは,pブ 〉の が成 り立つ こ とである.っ ま り,数 量制 限の水 準 を変化 さ

せ ると当該財 の国 内価格が変化す る場合 の ことをい う.

17)こ こ で定義 され る 「代替的関係 」は,こ れ まで純代替性 を示す概念 と して用いて きた 「代替関係」 とは異 な

asiる概 念で ある
.も ちろん,=(1STRSRRijで あ る.a

2;
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の と き,

Edu=t(p一qT)5Lπs屠 盈=Σ Σ(p一qz)(STRSRR)か 鴫
ブ∈RZ∈T

なので,数 量制 限の効果は行列STpS最 の性質 に依存す るこ とにな る.も し,下 級財が存在せず,

すべ ての数量制限 された財が,他 のすべ ての財 と代替関係にあればE>0で あ り,か つ 「STR>

0,SRRCO」 となる.従 って,「 関税化品 目の関税率のすべ てがゼ ロではな く,効 果的 な数量制 限

が ない場合,下 級財が存在せず,す べ ての数量制 限品目が他 のすべ ての財 と代替関係 にあれば,

任意の数量制限品 目に効果的な数量制 限を導入す るこ とによって厚生水準 を改善す るこ とがで き

る」 という命題が成立す る.

最後に,効 果的な数量制限が存在す る場合 について吟味す る.こ の場合 には,直 接効果 と間接

効果の双方 を同時に評価す る必要がある.厚 生水準の変化 を評価す る式は,

Edu=(t(px-qR)+t(pT-QT)STRS読)dz

=/'(諏 一qR)+(君(pi-qi)(STRSRR)の)d2

-

jER((Pπ σJ)tET(μ 一qi)(s副)の 幽

一黒((p
、qJ)+i

ET(勉 一Qi)asTzaz;)dam;(12)

となる.

従 って,E>・ という条件 の称 すべ てのZ∈ 挫 ての ブ∈Rに 対 してasi'az
;〉 ・が成 り立

つ とき,つ まり,数 量制限品 目と関税化 品 目が 「補完的関係」にあれば,輸 入数量制 限を緩和す

ることによ り厚生水準 を改善す ることがで きる.

asi>0
」 とい う条件 は両立可能では,E>0と 「すべ ての 庭 丁,す べ ての ブ∈Rに 対 して, ∂2

j

であろうか.こ れ まで,何 度 とな く用 いて きた 「下級財 は存在せず,す べての数量制限品 目が他

のすべての財 と代替関係 にある」 とい う条件 は,E>Oが 成立す るため の十分条件 である と同時

に,関 税化 品 目と数量制 限品 目を 「代 替的関係」 とす る条件 であった.つ ま り,「関税化 品 目の

関税率 のすべてがゼ ロではな く効果的な数量制限が存在す る場合,下 級財が存在せ ず,す べての

数量制 限品 目が他 のすべての財 と代替関係にあるな らば,直 接効果 と間接効果は逆向 きに働 くた

め,数 量制 限を緩和す る場合の厚生水準の変化 に関 しては確 定的 なことは言 えない」のである.

しか しなが ら,厚 生水準変化 の評価式 をうま く変形す ることに よって,ど の数量制限品 目の制限

を緩めれば良いか を知 るこ とが できる.

Edu=(t(px-qx)+t(P一 σT)STRSRR)dz

-
jeR((Pゴ コ 、)+iET(μ 一の)(iSTRSRR)の 幽

一愚 働(学+君 号(
pz)(STRSRR)Z,}dz;

一愚 働(摩 一
iEr(-1)葺(s粛 ガ ガノ)dz;
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こ こで,

tR=Pゴ ーの(ノ ∈R)国 内価 格 に対 す る関税 相 当量
ヱ)j

tT=pii-KZ(Z∈T)国 内 価 格 で 測 っ た 関 税 率
Pピ

と定 義 す る.ま た,数 量制 限 され たす べ て の財 が他 のすべ ての財 と代 替 関係 に あ る場 合

δ、、一一L(STRSRR)2J(Z∈T,ブ ∈R)
Pゴ

は非負 とな り,Z∈Tに 関する和は

恥 一 一 毒 》(STRSRR)Zj-一 毒 ・tpT・ノ疏 ・・lumpOfSTRSRR

とな る.こ の和 は,代 替 行 列 の同 次 性 条 件 か ら得 られ るtpR+`PTST絡 最=0に よ り,1と な る こ

とが示 され るの で,砺 を一種 の ウ エ イ トと見 なす こ とが で きる.こ の とき,厚 生 水 準 の変 化 を

評価 す る式 は

Edu一愚 粛 一影 ・の 鴫

とな るので,国 内価格 に対す る関税相 当量が,国 内価格 で測 った関税化 品目の最高関税率 よりも

高い数量制限品 目の数量制限 を緩和す る と厚生水準が改善す ることを示すこ とができる.

つ ま り,「下級財が存在せ ず,す べての数量制限品 目は他 のすべ ての財 と代替関係 にあるもの

とす る.こ の とき,国 内価格 に対す る関税相当量が,国 内価格 で測った最高関税率 よりも高い数

量制限品 目の数量制限 を緩和す る と厚生水準 を改善す ることができる」のである.

6ま と め

本稿 では,人 為的な輸入制限的貿易政策に よって国際価格 と国内価格 の問にディス トー ション

が存在す る場合 に焦点をあて,厚 生水準 を引下げることな く段階的に輸入制 限を緩和するにはど

のようなルールに従 えば よいか を考察 して きた.特 に3財 以上 を扱 うモデルの場合には,闇 雲 に

制限 を緩和す ると,あ るディス トー ションは縮小 できて も他のディス トー ションが拡大す る可能

性があるため,必 ず しも一国の厚生水準 を向上させ るわけではない ことを確認 した.

本稿で確 認出来た厚生水準向上のための十分条件 のい くつか をまとめ ると次の ようになる.ま

ず第一は,下 級財が存在せず,関 税率 を削減する財 と他 のすべ ての財 とが純代替関係 であれば,

最高関税率 を次に高 い関税率 の水準 まで削減するとい う政策,す べ ての関税率 をあ る水準に向か

って比例的に近づ けるという政策は,当 該国の厚生水準 を改善す るとい うことである.第 二は,

非貿易財が存在す るモデルにおいて も,関 税率,補 助金率 を比例 的にゼロに近づ けるような貿易

政策は,当 該国の厚生水準 を改善す るというこ とである.そ して第三は,輸 入数量制 限が存在す

る場合の政策であるが,輸 入数量制限量が一定の水準に固定 されている場合 には非貿易財 を含む

小国開放経済モデルの議論が そのまま成立す ること,関 税率 を変更せず輸入数 量割当量 を変更 し
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た場合 には,数 量制限の変化が当該国の厚生水準に及ぼす効果は,直 接効果 と間接効果に分解す

るこ とがで き,数 量制限の変化 が厚生水準に及ぼす影響 は必ず しも確定的 とはならない というこ

となどが明 らか となった.
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